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資料2

ＪＥＲＡ、ＥＤＦ、フランスの石炭をめぐる主な流れ（一部）

2020年3月24日 参議院環境委員会 日本共産党 武田良介 出典：報道資料等をもとに武田事務所で作成

年月 事項等

2015年4月ＪＥＲＡ設立

2016年10月ＪＥＲＡがＥＤＦ（仏社）から石炭売買事業取得を基本合意

2016年11月仏大統領が2023年までに石炭火力発電所を全廃する方針を公表

2016年12月ＪＥＲＡがＥＤＦ（仏社）から石炭売買事業取得を最終合意

2017年4月ＪＥＲＡがＥＤＦ（仏社）のトレーディング事業を統合

2017年11月仏マクロン大統領がCOP23 でフランス国内の石炭火力発電所を2021 年までに全廃
する方針を示す

2017年11月脱石炭促進アライアンス(POWERING PAST COAL ALLIANCE）が英国とカナダ主導
で立ち上げ。その後、ＥＤＦが参加。



資料3
2020年3月24日 参議院環境委員会 日本共産党 武田良介
出典：ＪＥＲＡ （資源エネルギー庁「平成28年度エネルギーに関する年次報告」（エネルギー白書2017） HTML版より抜粋）



2020年3月24日 参議院環境委員会 日本共産党 武田良介 出典：政府等文書をもとに武田事務所で作成 資料4

東電支援と石炭火力等のインフラ輸出等に関わる政府等文書（一部）

日付 作成主体等 文書名等 内容の抜粋

2011年5月13日原子力発電所事
故経済被害対応
チーム、関係閣僚
会合決定

東京電力福島原子力発電所
事故に係る原子力損害の賠
償に関する政府の支援の枠
組みについて

「具体的な支援の枠組み」の３で「機構は、原子力損害賠償のために資金が必要な
原子力事業者に対し援助（資金の交付、資本充実等）を行う。援助には上限を設け
ず、必要があれば何度でも援助し、損害賠償、設備投資等のために必要とする金額
のすべてを援助できるようにし、原子力事業者を債務超過にさせない。 」

2011年10月3日東京電力に関す
る経営・財務調査
委員会

委員会報告 「6.2.1 火力入札等によるIPP 事業者の参入促進」で、電源開発にあたっては、「中
長期的に相対的な低コスト電源を確保していく必要がある。」とし「中長期的には、環
境対応などの確認を行ったうえで、石炭火力を合わせて開発していくことが考えられ
る。」

2012年4月27日原子力損害賠償
支援機構、東京
電力株式会社

総合特別事業計画 「ⅱ）化石燃料の安定的・効率な調達利用」で、「我が国最大級の化石燃料の輸入
者・消費者である東電は、燃料調達の安定化・低廉化やその効率的な利用に向け
て、」「燃料調達の 連携・集約化や、燃料関連施設共同運営等、一企業を超えた業
界規模での連携の促進に貢献していくこと等が求められる」

2013年6月14日日本経済再生本
部

日本再興戦略 「⑥エネルギー産業を育て世界市場を獲得する」の「（ⅲ）エネルギーの低廉かつ安
定的な供給を実現するために」で、「②環境アセスメントの明確化及び迅速化を踏ま
えた環境に配慮した低コストな高効率火力（石炭・LNG）の導入」

2014年6月3日経協インフラ戦略
会議

インフラシステム輸出戦略 「（２） 先進的な低炭素技術の海外展開支援」の「（具体的施策）＜推進中＞」で「化
石燃料に引き続き大きく依存しなければならない新興国・途上国を中心に、エネル
ギーセキュリティの向上や低炭素化の促進、環境負荷の低減に貢献する観点から、
石炭やガスなどを効率的に活用できる高効率火力発電への発電設備の転換などを
促進するための支援を行う」


